
５水管第 2356 号 

令和５年 12 月 12 日 

水産政策審議会 会長 

佐々木 貴文 殿 

農林水産大臣 宮下 一郎 

漁業の許可及び取締り等に関する省令の一部を改正する省令案について 

（諮問第 435 号） 

 別紙のとおり、漁業の許可及び取締り等に関する省令の一部を改正する省令を定め

たいので、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 119 条第６項の規定に基づき、貴審議

会の意見を求める。 
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○
農
林
水
産
省
令
第

号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等

に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和

年

月

日

農
林
水
産
大
臣

宮
下

一
郎

漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
三
十
八
年
農
林
省
令
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
（
以
下
「
傍
線
部
分
」
と
い
う
。
）
で
こ
れ
に
対
応
す

る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
あ
る
も
の
は
、
こ
れ
を
当
該
傍
線
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規

定
の
傍
線
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

（
操
業
日
誌
）

第
二
十
六
条 

許
可
に
係
る
船
舶
の
船
長
は
、
大
臣
許
可
漁
業
ご
と
に
農
林
水
産

大
臣
が
別
に
定
め
て
告
示
す
る
海
域
に
お
い
て
操
業
す
る
と
き
は
、
当
該
船
舶

内
に
操
業
日
誌
を
備
え
付
け
、
農
林
水
産
大
臣
が
別
に
定
め
て
告
示
す
る
事
項

を
、
当
該
告
示
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
記
録
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
操
業
日
誌
）

第
二
十
六
条 

許
可
に
係
る
船
舶
の
船
長
は
、
大
臣
許
可
漁
業
ご
と
に
農
林
水
産

大
臣
が
別
に
定
め
て
告
示
す
る
海
域
に
お
い
て
操
業
す
る
と
き
は
、
当
該
船
舶

内
に
操
業
日
誌
を
備
え
付
け
、
農
林
水
産
大
臣
が
別
に
定
め
て
告
示
す
る
事
項

を
、
当
該
告
示
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２

（
略
） 

２

（
略
）

３

大
中
型
ま
き
網
漁
業
及
び
か
つ
お
・
ま
ぐ
ろ
漁
業
の
許
可
に
係
る
船
舶
の
船

長
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
事
項
を
記
録
し
た
操
業
日
誌

を
当
該
操
業
日
誌
に
係
る
航
海
の
終
了
後
十
五
日
以
内
に
農
林
水
産
大
臣
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
新
設
）

４

（
略
）

３

（
略
）

５

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
備
付
け
及
び
記
録
は
、
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式

、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方

式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ

れ
る
も
の
を
い
う
。
）
を
も
っ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
新
設
）

６

第
三
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
は
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使

用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
を
い
う
。
）
に
よ

り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
新
設
）

７

前
二
項
の
規
定
は
、
電
子
計
算
機
の
故
障
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ

る
と
き
は
、
適
用
し
な
い
。 

（
新
設
）

4



附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

操
業
日
誌
の
備
付
け
及
び
記
録
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令

（
以
下
「
新
省
令
」
と
い
う
。
）
第
二
十
六
条
第
五
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
操
業
日
誌
の
備
付
け
及
び
記
録
を
施

行
日
以
後
最
初
に
行
う
べ
き
日
と
し
て
次
の
表
の
と
お
り
大
臣
許
可
漁
業
及
び
海
域
ご
と
に
定
め
る
日
か
ら
適
用
し
、
同
日

前
に
お
け
る
操
業
日
誌
の
備
付
け
及
び
記
録
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

大
臣
許
可
漁
業
の
名
称

海
域

農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
日

 
 

 

大
中
型
ま
き
網
漁
業

我
が
国
の
排
他
的
経
済
水
域
、
領
海
及
び
内
水
並
び
に

我
が
国
の
排
他
的
経
済
水
域
に
よ
っ
て
囲
ま
れ
た
海
域

か
ら
成
る
海
域
（
東
京
都
小
笠
原
村
南
鳥
島
に
係
る
排

令
和
六
年
一
月
一
日
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他
的
経
済
水
域
及
び
領
海
を
除
く
。
）
以
外
の
海
域

  

か
つ
お
・
ま
ぐ
ろ
漁
業
（

総
ト
ン
数
八
十
ト
ン
以
上

の
動
力
船
に
よ
り
、
浮
き

は
え
な
わ
又
は
釣
り
を
行

う
も
の
に
限
る
。
）

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
南
海
岸
線
と
東
経
百
四
十
一
度
の

線
と
の
交
点
か
ら
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
四
十
一
度
の

点
に
至
る
直
線
、
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
四
十
一
度
の

点
か
ら
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
五
十
度
の
点
に
至
る
直

線
、
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
五
十
度
の
点
か
ら
南
緯
六

十
度
東
経
百
五
十
度
の
点
に
至
る
直
線
、
南
緯
六
十
度

東
経
百
五
十
度
の
点
か
ら
南
緯
六
十
度
西
経
百
三
十
度

の
点
に
至
る
直
線
、
南
緯
六
十
度
西
経
百
三
十
度
の
点

か
ら
南
緯
四
度
西
経
百
三
十
度
の
点
に
至
る
直
線
、
南

緯
四
度
西
経
百
三
十
度
の
点
か
ら
南
緯
四
度
西
経
百
五

十
度
の
点
に
至
る
直
線
、
南
緯
四
度
以
北
の
西
経
百
五

令
和
六
年
一
月
一
日
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十
度
の
線
か
ら
成
る
線
以
西
の
太
平
洋
の
海
域

  

か
つ
お
・
ま
ぐ
ろ
漁
業
（

総
ト
ン
数
八
十
ト
ン
未
満

の
動
力
船
に
よ
り
、
浮
き

は
え
な
わ
又
は
釣
り
を
行

う
も
の
に
限
る
。
）

北
緯
五
十
度
の
線
、
東
経
百
度
の
線
及
び
次
に
掲
げ
る

一
か
ら
九
ま
で
の
各
点
を
順
次
に
直
線
で
結
ぶ
線
に
よ

り
囲
ま
れ
た
海
域
（
日
本
国
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦

と
の
間
の
漁
業
に
関
す
る
協
定
第
二
条
１
に
規
定
す
る

海
域
を
除
く
。
）

一

北
緯
五
十
度
西
経
百
五
十
度
の
点

二

南
緯
四
度
西
経
百
五
十
度
の
点

三

南
緯
四
度
西
経
百
三
十
度
の
点

四

南
緯
二
十
五
度
西
経
百
三
十
度
の
点

五

南
緯
二
十
五
度
東
経
百
五
十
五
度
の
点

六

南
緯
十
一
度
三
十
分
東
経
百
二
十
九
度
の
点

令
和
八
年
一
月
一
日
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七

南
緯
十
一
度
三
十
分
東
経
百
十
三
度
二
十
八
分
の

点
八

南
緯
十
度
東
経
百
十
三
度
二
十
八
分
の
点

九

南
緯
十
度
東
経
百
度
の
点

３

操
業
日
誌
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
新
省
令
第
二
十
六
条
第
六
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
操
業
日
誌
の
提
出
を
施
行

日
以
後
最
初
に
行
う
べ
き
日
と
し
て
次
の
表
の
と
お
り
大
臣
許
可
漁
業
及
び
海
域
ご
と
に
定
め
る
日
か
ら
適
用
し
、
同
日
前

に
お
け
る
操
業
日
誌
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

大
臣
許
可
漁
業
の
名
称

海
域

農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
日

大
中
型
ま
き
網
漁
業

我
が
国
の
排
他
的
経
済
水
域
、
領
海
及
び
内
水
並
び
に

我
が
国
の
排
他
的
経
済
水
域
に
よ
っ
て
囲
ま
れ
た
海
域

か
ら
成
る
海
域
（
東
京
都
小
笠
原
村
南
鳥
島
に
係
る
排

他
的
経
済
水
域
及
び
領
海
を
除
く
。
）
以
外
の
海
域

令
和
六
年
一
月
一
日
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か
つ
お
・
ま
ぐ
ろ
漁
業
（

総
ト
ン
数
八
十
ト
ン
以
上

の
動
力
船
に
よ
り
、
浮
き

は
え
な
わ
又
は
釣
り
を
行

う
も
の
に
限
る
。
）

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
南
海
岸
線
と
東
経
百
四
十
一
度
の

線
と
の
交
点
か
ら
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
四
十
一
度
の

点
に
至
る
直
線
、
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
四
十
一
度
の

点
か
ら
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
五
十
度
の
点
に
至
る
直

線
、
南
緯
五
十
五
度
東
経
百
五
十
度
の
点
か
ら
南
緯
六

十
度
東
経
百
五
十
度
の
点
に
至
る
直
線
、
南
緯
六
十
度

東
経
百
五
十
度
の
点
か
ら
南
緯
六
十
度
西
経
百
三
十
度

の
点
に
至
る
直
線
、
南
緯
六
十
度
西
経
百
三
十
度
の
点

か
ら
南
緯
四
度
西
経
百
三
十
度
の
点
に
至
る
直
線
、
南

緯
四
度
西
経
百
三
十
度
の
点
か
ら
南
緯
四
度
西
経
百
五

十
度
の
点
に
至
る
直
線
、
南
緯
四
度
以
北
の
西
経
百
五

十
度
の
線
か
ら
成
る
線
以
西
の
太
平
洋
の
海
域

令
和
六
年
一
月
一
日
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か
つ
お
・
ま
ぐ
ろ
漁
業
（

総
ト
ン
数
八
十
ト
ン
未
満

の
動
力
船
に
よ
り
、
浮
き

は
え
な
わ
又
は
釣
り
を
行

う
も
の
に
限
る
。
）

北
緯
五
十
度
の
線
、
東
経
百
度
の
線
及
び
次
に
掲
げ
る

一
か
ら
九
ま
で
の
各
点
を
順
次
に
直
線
で
結
ぶ
線
に
よ

り
囲
ま
れ
た
海
域
（
日
本
国
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦

と
の
間
の
漁
業
に
関
す
る
協
定
第
二
条
１
に
規
定
す
る

海
域
を
除
く
。
）

一

北
緯
五
十
度
西
経
百
五
十
度
の
点

二

南
緯
四
度
西
経
百
五
十
度
の
点

三

南
緯
四
度
西
経
百
三
十
度
の
点

四

南
緯
二
十
五
度
西
経
百
三
十
度
の
点

五

南
緯
二
十
五
度
東
経
百
五
十
五
度
の
点

六

南
緯
十
一
度
三
十
分
東
経
百
二
十
九
度
の
点

七

南
緯
十
一
度
三
十
分
東
経
百
十
三
度
二
十
八
分
の

点

令
和
八
年
一
月
一
日

10



八

南
緯
十
度
東
経
百
十
三
度
二
十
八
分
の
点

九

南
緯
十
度
東
経
百
度
の
点

４

大
臣
許
可
漁
業
ご
と
に
農
林
水
産
大
臣
が
別
に
定
め
て
告
示
す
る
海
域
に
お
い
て
操
業
す
る
場
合
に
は
、
新
省
令
第
二
十

六
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令
第
二

十
六
条
の
規
定
を
適
用
す
る
。
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操業日誌の提出の義務付け又は記載及び提出方法の指定について

１ 現行制度の概要

我が国が加盟する西部及び中部太平洋における高度回遊性魚類資源の保存及び管理に

関する条約第３条に規定する海域については、同条約第９条の規定に基づく中西部太平洋

まぐろ類委員会（以下「WCPFC」という。）において、かつお・まぐろ類等の高度回遊性魚

類資源の保存管理に必要な措置が採択されており、締約国等は、当該措置の遵守を確保す

る上で必要な措置を講ずるための制度を設けることが求められている。 

これまで、上記の条約に基づき決議された保存管理措置において、当該条約海域のうち

公海で操業及び航行する漁船の船長は、日々の漁獲・操業情報等を日誌に記載すること、

当該情報を航海終了後 15 日以内に旗国に報告すること等が義務付けられていたところで

ある。このことを担保するため、我が国では、漁業の許可及び取締り等に関する省令（昭

和 38 年農林省令第５号。以下「許可省令」という。）第 26 条及び「漁業の許可及び取締

り等に関する省令第二十六条の規定に基づく操業日誌の記載義務について農林水産大臣

が定める海域等」（平成 19 年農林水産省告示第 965 号。以下「記載告示」という。）の規

定に基づき、漁船の船長に対して、洋上で毎日、操業日誌への漁獲情報等の記録等を求め

てきたところである。 

なお、これまで当該条約海域の公海において操業するかつお・まぐろ漁業（許可省令第

２条第 12 号に掲げる漁業をいう。以下同じ。）においては、許可省令第 26 条第３項の規

定に基づき、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号。以下「法」という。）第 52 条及び許可省

令第 14 条に規定する報告に代えるため、当該報告の提出期限までに法的拘束力のない中

で操業日誌を農林水産大臣あてに提出してきたところである。 

２ 改正の必要性

令和４年 12 月に開催された WCPFC 年次会合において、以下を内容とする新たな保存管

理措置が採択され、当該条約海域の公海において操業及び航行する漁船のうち登録長 24

メートル（総トン数 80 トンに相当）以上の船の船長については令和６年１月から、登録

長 24メートル未満の船の船長については令和８年１月から適用されることとされた。

① 洋上で毎日、操業日誌を電子的に記録すること

② 航海終了後、旗国に対して 15日以内に電子的に漁獲情報等を報告すること

このことを受けて、我が国において当該保存管理措置の内容を担保するため、省令の一

部を改正する所要の手当てを行うこととする。 

３ 改正の概要（別添資料）

（１）操業日誌の記録義務（第 26 条第１項関係、農林水産省告示第 965 号関係）

許可省令第 26 条第１項及び記載告示の規定に基づき関係する大臣許可漁業※につい

ては、操業日誌を備付け、必要な事項を記載しなければならないこととされている。当

該規定における「記載」については、記載の対象として書面を想定したものであるが、

後述の「電磁的記録」についても想定する必要があることから、「記載しなければ」を
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「記録しなければ」に変更することとする。 

併せて、記載告示においても、「記載」と規定されている部分を「記録」に改正する

手当を行う。 

※ 関係する大臣許可漁業とは、許可省令第 26 条第１項及び記載告示の規定により、

操業日誌を記載し、備え付けることが義務付けられている以下の大臣許可漁業をいう。 

・ 沖合底びき網漁業（許可省令第２条第１号に掲げる漁業をいう。）

・ 遠洋底びき網漁業（許可省令第２条第１号に掲げる漁業をいう。）

・ 大中型まき網漁業

・ かつお・まぐろ漁業

・ 中型さけ・ます流し網漁業（許可省令第２条第 13号に掲げる漁業をいう。）

・ 北太平洋さんま漁業（許可省令第２条第 14号に掲げる漁業をいう。）

・ いか釣り漁業（許可省令第２条第 17号に掲げる漁業をいう。）

（２）操業日誌の提出義務に関する規定の新設（第 26条第３項関係）

許可省令第 26条第３項を第４項とし、第２項の次に以下の内容を加えることとする。

なお、操業日誌の提出を義務付ける船長は、第２項の規定により大中型まき網漁業及び

かつお・まぐろ漁業においては操業日誌の保存義務の対象とされていないことを踏まえ、

かつ当該条約海域の公海で操業する漁業種類は大中型まき網漁業（許可省令第２条第７

号に掲げる漁業をいう。以下同じ。）及びかつお・まぐろ漁業であることを鑑み、大中

型まき網漁業及びかつお・まぐろ漁業の許可に係る船の船長とする。 

〇 大中型まき網漁業及びかつお・まぐろ漁業の許可に係る船舶の船長は、第一項の規

定により記録した操業日誌を当該操業日誌に係る航海の終了後十五日以内に農林水

産大臣に提出しなければならない。 

（３）記載及び提出方法に関する規定の新設（第 26 条第５項、第６項及び第７項関係）

（２）で規定する許可省令第 26 条第３項（操業日誌の提出義務）の次に以下の内容

を加えることとする。 

〇 第一項の規定による備付け及び記録は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）をもってしなければならない。

（第５項） 

〇 第三項の規定による提出は、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法をいう。）により行わなければならない。（第６項） 

〇 前二項の規定は、電子計算機の故障その他やむを得ない事由があるときは、適用し

ない。（第７項） 

なお、水産庁が令和２年９月に策定・公表した「新たな資源管理の推進に向けたロー

ドマップ」に記載するとおり、大臣許可漁業にかかる漁獲量等の報告については電磁的
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方法によるものを原則とする方向性であることを踏まえて、第５項及び第６項の規定に

ついては、関係する大臣許可漁業すべてを対象とすることとする。 

他方、電子計算機の故障等により、電磁的記録又は電磁的方法による報告を行うこと

が困難である場合は、第５項又は第６項の規定は適用しないこととする。 

（４）附則における経過措置（附則関係）

本省令は、令和６年１月１日から施行する。ただし、第５項及び第６項の規定につい

ては、水産庁の方針として大臣許可漁業を限定しない規定ぶりとするが、大臣許可漁業

及び海域によっては、電磁的記録をもって操業日誌を作成することが、政府間の取決め

の実施上支障がある又は電磁的記録のための物理的スペース及び設備の確保が困難で

ある場合があることも踏まえ、経過措置規定（附則第２項～第４項）を設けることと

する。 
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